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・化学物質排出移動量届出制度（Pollutant Release and Transfer Register)

・経緯： 平成１１年に制定された「特定化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法律」（化学物質排出把握管理促進法、
化管法）に基づき、MSDS制度（資料５－２参照）とともに導入

・目的： 事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の
保全上の支障を未然に防止すること

・対象： 人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支障を
及ぼすおそれがある化学物質であって、相当広範な地域の環境において
継続して存すると認められるもの（第一種指定化学物質）

排出量・移動量を年１回、
国に届出

国

事業者

届出データを集計し、届出以外の排出（家庭、農地、
自動車等）を国が推計して、結果の公表及び関係省
庁・都道府県へ通知

国民

管理状況に
対する評価

事業所管
大臣

経済産業
大臣

環境大臣

都道府県経由

物質別、業種別、地域別等の
集計結果を公表

対象事業者は、各事業所
における化学物質の環境
への排出量及び廃棄物に
含まれて事業所の外に移
動する量を自ら把握

個別事業所
データ公表

PRTR制度対象物質：人の健康や

生態系に有害な影響を及ぼすお
それのある化学物質（462物質）

制度の概要

１．PRTR制度
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環境への排出量・廃棄物としての移動量は全体として減少傾向

○個別の事業所データは、経済産業省及び環境省ＨＰで公表

○環境省においては、①個別の事業所データをインターネット地図上にわか
りやすく表示するほか、②ＰＲＴＲデータをわかりやすく解説した市民ガイド
ブックの作成・配布等の取組を実施

○経済産業省においては、③事業所データを閲覧・検索するツールとして
PRTRデータ分析システム（PRTRけんさくん）を開発し、HPで公開する等の
取組を実施

制度の見直し

データの公表・普及啓発等

○平成２０年１１月に化管法施行令を改正

PRTR対象物質： ３５４物質から４６２物質に変更

PRTR対象業種： 医療業を追加

→平成２２年度データの把握・届出から適用（２３年度に集計・公表）

○ 個別の事業所から届け出られたＰＲＴＲデータについて、従来の開示
請求方式に、国による公表方式も追加 （２１年２月公表分から実施）

法施行７年後の見直し（平成１９年８月）に基づき、対象物質・業種や
データの公表方式の変更等を実施
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新規対象化学物質

削除物質

継続物質
○対象物質の見直しの前後で継続

して届出対象物質とされている
２７６物質(継続物質)について、
平成２２年度の総届出排出量・
移動量は、３３４千トン（対前年
度０．８％減少）
内訳：排出量164千トン（対前年度5.6％減少）

移動量170千トン（対前年度4.4％増加）

○平成２２年度と初年度（１３年度）の継続物質を比較すると、３５％の減少

これまでの成果
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PRTR 対象物質に係る有害性情報について 

 

○ 化管法の第一種指定化学物質（ＰＲＴＲ制度及びＭＳＤＳ制度の対象）は、人の健康を

損なうおそれ又は動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがある化学物質

であって、相当広範囲な地域の環境において継続して存すると認められるもの。（化管

法の第二種指定化学物質（ＭＳＤＳ制度の対象）は、同様の化学物質であって、製造量の増加

等により「継続して存することとなる」ことが見込まれるもの） 

○ 第一種及び第二種指定化学物質は、厚生労働大臣、経済産業大臣及び環境大臣が、

薬事・食品衛生審議会、化学物質審議会及び中央環境審議会の意見を聴いて指定。 

○ 平成１２年及び２０年に、これらの審議会が第一種及び第二種指定化学物質の指定及

び見直しについて審議した際の、有害性に係る選定基準の項目及び根拠としたデータ

の情報源は以下の通り。 

  発がん性  （WHO 国際がん研究機関（IARC）、米国環境保護庁（EPA）、EU、米国国家毒

性プログラム（NTP）、米国産業衛生専門家会議（ACGIH）、日本産業衛生学会） 

  変異原性  （EU、WHO 環境境保健クライテリア（EHC）、ドイツ BUA（化学会）レポート、欧州

化学物質生態毒性・毒性センター（ECETOC）、OECD 初期リスク評価報告書（SIDS）、通産省

既存化学物質安全性評価シート（評価シート）、厚労省の試験結果、GHS 危険有害性分類事

業の情報源） 

  経口慢性毒性  （WHO 水質ガイドライン値、EPA 飲料水基準値、日本の水質汚濁に係る

環境基準値及び要監視項目指針値、IRIS（EPA のデータベース）、EHC、BUA、ECETOC、

SIDS、評価シート、国内の登録農薬 ADI、GHS 危険有害性分類事業の情報源 等） 

  吸入慢性毒性  （WHO 欧州地域事務局大気質ガイドライン値、日本の大気汚染に係る

環境基準値、IRIS、EHC、BUA、ECETOC、SIDS、評価シート、ACGIH 及び日本産業衛生学

会の作業環境許容濃度勧告、GHS 危険有害性分類事業の情報源 等） 

  生殖発生毒性  （EU、GHS 危険有害性分類事業の情報源） 

  感作性  （日本産業衛生学会、ACGIH、EU、GHS 危険有害性分類事業の情報源） 

  生態毒性  （ECETOC、環境省生態影響試験、国内の農薬に関する公表データ、EU、

GHS 危険有害性分類事業の情報源） 

  オゾン層破壊物質  （モントリオール議定書） 

※ GHS 有害性分類事業（平成 18 年～19 年）の情報源： 化学物質評価研究機構（CERI）、製品評価技術

基盤機構（NITE）、厚労省、環境省、OECD、WHO、ACGIH、ドイツ学術振興会、EU、カナダ環境省、豪州

NICNAS、ECETOC、EPA、NTP、日本産業衛生学会、米国国立労働衛生研究所（NIOSH） 等 
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○ 第一種及び第二種指定化学物質の有害性情報については、ホームページで公表中 

（１） 環境省 PRTR 対象化学物質情報 

 毒性情報の項目別に、第一種及び第二種指定化学物質の一覧及び根拠データを

整理 

 URL： http://www.env.go.jp/chemi/prtr/archive/target_chemi.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例）項目別の物質一覧表 ［経口慢性毒性の例］ 

 

 

 

○経口慢性毒性 

・経口慢性毒性 

・経口慢性毒性（水質基準） 

・経口慢性毒性（農薬 ADI） 
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（２） 環境省 PRTR 法指定化学物質データ検索 

 第一種及び第二種指定化学物質について、物質名、CAS 番号、化管法施行令の

号番号、物質の用途、対象物質一覧表から検索可能 

 URL： http://www.env.go.jp/chemi/prtr/db/db.php3 

 

 

 

 

 

（例）物質別の検索結果 ［ベンゼンの例］ 

 

  

 

 

 

 

 

 

                          ※ 発がん性、変異原性、経口慢性毒性、吸入慢性毒性、生

殖発生毒性、感作性、生態毒性等の項目別にデータ整理 

 

（３） 製品評価技術基盤機構（NITE） 化学物質総合情報提供システム（CHRIP）  

 化管法を含む各法規制対象物質や、各機関の評価物質等のデータを公開 

（資料６参照） 

PRTR 法指定化学物質データ検索 
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○ 環境省では、有害性情報を含め、化学物質に関する情報を一般向けにわかりやすくと

りまとめた「化学物質ファクトシート」を作成 

 ＰＲＴＲ対象物質を中心に選定 

 市民が化学物質に関心を持った場合の情報源として、専門的で分かりにくい情報

（用途､健康・環境影響､環境データ等）を分かりやすく整理し、簡潔にまとめたもの 

 ２００３年に初版を作成し、適宜更新（現在３４３物質を掲載） 

 冊子及びインターネットで提供 

http://www.env.go.jp/chemi/communication/factsheet.html 

 

 

【参考】 化学物質ファクトシートの構成及び記載内容 

 名称、別名、PRTR 政令番号、CAS 番号、構造式 

 文章による説明 

 用途 

 排出・移動（PRTR データの説明） 

 環境中の動き 

 健康影響（毒性、体内への吸収と排出、影響） 

 生態影響 

 データ一覧表 

 物理化学性状 

 生産量 

 排出量・移動量 

 PRTR 対象選定理由 

 環境データ（大気、室内空気、水道水、公共用水域、地下水、提出、土壌 等） 

 適用法令等 

 参考文献リスト 
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調査結果の活用

○化学物質審査規制法※1の成立（国会附帯決議）を契機に、昭和49年度から一

般環境中の様々な化学物質の残留状況を把握するため、実施している実態調

査。（平成22年度までに 1,222物質の残留状況を把握）

○多媒体（水質、底質、生物、大気）を対象に実施。

○化学物質審査規制法における規制対象物質及び化管法※2におけるPRTR制度の

対象物質の選定、環境リスク評価のために必要な暴露実態の把握等に寄与。

経緯・概要

調査の内容

１．初期環境調査

２．詳細環境調査

３．モニタリング調査

調査結果は、以下の各種化学物質施策に活用され、規制・管理対象物質の追

加等に貢献。

環境残留の有無が明らかでない化学物質の環境残留を確認するための調査。

(分析法の開発も併せて実施)

２. 化学物質環境実態調査

初期環境調査で環境残留が確認された化学物質について、環境中の残留状

況を精密に把握するための調査。

難分解性、高蓄積性等の性質を持つPCB、DDT等の化学物質の残留状況を経

年的に把握するための調査。

○化学物質審査規制法に基づく規制対象物質（第一種特定化学物質など）の

指定に資する基礎資料

○化管法に基づくＰＲＴＲ制度の対象化学物質（第一種指定化学物質）等の

指定に資する基礎資料

○環境リスク評価実施に資する基礎資料 等

※1 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

※2 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
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調査結果（昭和 年度）調査結果（昭和49年度～平成22年度）

調査地点（平成22年度）

水質 底質 生物 大気 食事 その他 全媒体

調査物質数累計 1,069 1,015 463 436 27 26 1,222

うち検出物質数累計 357 459 279 306 21 13 678

検出割合 33% 45% 60% 70% 78% 50% 55%
（注１）昭和60年度より水質、底質及び魚類の検出下限値を統一処理している。
（注２）全媒体調査物質数累計の「1,222」は昭和49年度から平成21年度に調査した物質数で
あり、うち検出物質数累計の「678」は調査の結果、何らかの媒体から検出された物質数であ
る。
（注３）「その他」の媒体は、「雨水」及び「室内空気」である。
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